




















◆参考資料：コーポレート・ガバナンス体制についての模式図
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（別添） 
適 時 開 示 体 制  の  概  要 

 
 
当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下のとおりです。 
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弁護士（助言） 

関係会社 

決定事項・発生事実 

（招集） 

決定事実 発生事実 

情報の集約・全社的管理 

管理統括本部長（情報管理統括責任者） 

重要性及び適時開示情報の検討 

営業統括本部・経営企画本部・管理本部 

（財務経理部・法務･総務部・当該担当部署） 

代表取締役社長 

（報告） 

取締役会議 

（決定） 

適時開示情報の管理及び開示手続 

情報取扱責任部署（法務･総務部） 

適時開示情報作成 

（経営企画本部長・管理本部関係部署） 

監査等委員会（監査等） 

会計監査人（会計監査） 

決定事実の適時開示 発生事実の適時開示 
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当社は、お客様、投資家、地域社会等から正しい理解と信頼を得るため、適時、適切に企業情報を

開示することを基本方針としています。また内部情報の管理責任者として、取締役会の決議により情

報管理統括責任者を設置しており、管理統括本部長がその任に当たっており、重要事項の開示におい

ては取締役会の承認後、遅延なくディスクローズできる体制を整備しております。また、ＩＲ活動に

つきましては、経営企画本部長を責任者とし、より適切でタイムリーな情報開示を行っております。 

 
■適時開示の担当部署 

適時開示については、当社の定める社内規定（経営危機管理規定及び内部者取引に関する規定、機

密管理規定等）に従って、下記のとおり適時開示すべき情報を取り扱っております。 

（1）情報の管理は、情報管理統括責任者を置き、管理統括本部長がこの任にあたります。 

 
（2）情報の重要性の判断は、適時開示情報か否かの検討を情報取扱責任部署である法務・総務部

を中心に、営業統括本部、経営企画本部、管理本部、当該案件担当部署等で適時開示規則に

則り協議します。 

 
（3）重要事実等当社の定める会社情報の適時開示については、代表取締役社長または代表取締役

社長より委任された取締役または情報管理統括責任者である管理統括本部長の指揮のもとに

情報取扱責任部署（法務･総務部）が担当します。 

 
■会社情報の適時開示に係る社内体制 

会社情報の適時開示に係る社内体制は、次のとおりであります。 

（1）当社の内部情報が発生した場合には、予め定める情報管理責任者（各部署長）から管理統括

本部長に直ちに報告します。 

 
（2）報告を受けた管理統括本部長は、内部情報管理を徹底するとともに直ちに情報取扱責任部署

（法務･総務部）に適時開示の指示を行います。決算に係る適時開示については、財務経理部

及び法務･総務部の管理本部関係部署がそれぞれの立場で開示資料を作成、検証することによ

り、内部牽制機能を充実させ、内容の適正さを確保することとしています。また、管理本部

及び経営企画本部とで二重に確認することにより、確実な適時開示を行うよう努めています。

なお、情報開示を含む内部管理態勢等の適切性、有効性を検証するため、内部監査部門であ

る監査部が法令等遵守（コンプライアンス）の状況を含めた内部監査を実施しており、さら

に、監査等委員会が経営全般の見地から監査等を実施しております。 

 
■適時開示情報別の説明 

投資者の判断に影響を与える重要な事実に関して、決定事実、発生事実・決算に関する情報、親会

社に係る情報それぞれにおいて次のような体制をとっております。 



 

 

（1）決定事実の適時開示  

当社に係る重要な決定事実は、取締役会の決議に基づき適時開示を行っております。当社

では、取締役会を原則毎月１回、必要に応じて臨時取締役会を随時開催しております。取締

役会議案は、当社の「取締役会規則」に基づき取締役会に付議し、審議・決議しております。

決議事項のうち開示対象となる重要な決定事項は、当該取締役会終了後直ちに開示の手続き

を行っております。なお、開示文案につきましては各事案における所管部が作成し、情報管

理統括責任者の確認のもと情報取扱責任部署（法務･総務部）が開示の手続きを行っておりま

す。 

 
（2）発生事実、決算に関する情報の適時開示 

当社に係る重要な発生事実は、社内各部署長から情報管理統括責任者に報告を行う体制を

とっております。報告された情報は、情報管理統括責任者のもと管理本部関係部署において、

適時開示の対象となる事項を確認し、法務･総務部が開示の手続きを行っております。決算情

報につきましても同様に、決算情報担当の財務経理部から情報管理統括責任者へ報告を行い、

適時開示の対象となる事項を確認し、情報取扱責任部署（法務･総務部）において開示の手続

を行っております。 

 
（3）親会社に係る情報 

親会社に係る重要な決定事項及び発生事項については、親会社の主管部署が情報管理統括

責任者に報告し、情報管理統括責任者のもと適時開示の対象となる事項を確認のうえ、情報

取扱責任部署（法務･総務部）が開示の手続きを行っております。 

 
以 上 
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